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ICT 施工の普及が拡大しています！ 
～直轄工事で対象になり得る工事のうち約８割で実施～ 

 

 
１．i-Construction の推進 
○国土交通省では、人口減少社会を迎えているなか、働き手の減少を上回る生産性

の向上と、担い手確保に向けた働き方改革を進めるため、平成 28 年より建設現場に

おいて ICT の活用等を行う i-Construction を推進しています。 
 

○具体的には、対象工事を拡大し、道路改良工事や河川改修工事の大部分で ICT を

活用できるよう積算や技術基準の整備等を行い、令和元年度の国土交通省直轄工事

において、対象となり得る工事の約８割で ICT 施工を実施し、延べ作業時間の縮減

などの効果が表れています。 
 
２．今後の対応 
○一方、地域を地盤とする中小企業においては、ICT 施工を経験した企業は、受注

企業全体の半分以下であるなど、中小規模の企業への普及拡大が重要となります。 
 

○このため、積算基準の見直しや、研修会等の実施、「簡易型 ICT 活用工事」の導入

等を進めるとともに、民間においても、ICT 建設機械をより安価に活用出来る機械

の研究開発が進められており、こうした取組とも連携しながら、引き続き ICT 施工

の普及拡大に取り組んで参ります。 
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令和元年度に発注された直轄工事においては、対象になり得る工事のうち約８割で

ICT 施工が実施されるなど、ICT の活用が着実に進展しています。今後は更なる普及拡

大に向け、地域を地盤とする中小企業等への支援に引き続き取り組んで参ります。 


